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　アメリカを震源とする不況の波が、いよいよドイツにも押し
寄せてきました。2005年初めから一貫して減少が続き2008
年11月に7.1％まで改善された失業率も、2009年1月は8.3％、
失業者数349万人に悪化しています（労働局速報）。自動車
メーカーの多くが一時休業を実施し、フォルクスワーゲンは組
立工を中心に世界で16,500人の従業員削減を計画しているよ
うです（週刊誌Der Spiegel）。
今後、経済対策が実施されても失業者の増加は避けられず、
労働相オーラフ・ロルツ（社会民主党）は今年中に期間労働
者の求職がおよそ25万人増えるとの見通しを示しています
（週刊紙Welt）。

グリーン・ニューディールに注目
　こうした中、先ごろ就任したアメリカ合衆国オバマ大統領へ向
けられるドイツの視線は熱を帯びてきました。経済対策への期
待はもちろん、前政権とは全く異なる積極的な環境政策と、環
境産業をテコにした経済浮揚や雇用創出の姿勢に強い関心を
寄せているのです。これらの点はドイツのお家芸であり、やっと
アメリカが追いついてきたと言えます。
　オバマ大統領は新政策の一環として、石油依存から脱却しク
リーンエネルギー（再生可能エネルギー）利用を推進するため、
今後10年間に総額1,500億ドルを投資すると発表しました。
例えば「クリーンエネルギーを効率よく送電するため320億ドル
を投じて高圧送電網を整備」、「電力消費を抑制するため200万
件の住宅を近代化」などです。そういった施策によりアメリカ国
内のクリーンエネルギー産業、とりわけ風力発電や太陽光発電
産業に多大な恩恵がもたらされると予想されています。
　今のところ、アメリカの新政策がドイツに何をもたらすかははっ
きりしませんが、ポジティブな影響を生むことは確実でしょう。

経済危機って、どこの話？
　アメリカの新政策とリンクしているわけではないのですが、
ドイツの環境産業は強気の事業計画を立てています。例えば、
ドイツ全国に58の研究機関を有する代表的な応用技術研究
機関『フラウエンホーファー事業団＊』の2009年予算は、昨年よ
り1.7億ユーロ多い15.7億ユーロです。予算だけでなく職員を
1,100名（現在の職員数は約14,000名）増やし、特にライフサイエ
ンス関連と、次世代を見据えた脱石油エネルギーの研究開発を
重点項目に掲げています。風力発電とエネルギーシステム部門
で100人の増員、ハレの研究所では高効率の太陽光発電技術、
合計18の研究機関で電気自動車用の燃料電池・バッテリー・
制御技術の研究開発に注力します。
　同事業団の予算内訳は、およそ１／３が州と国の補助、１／３
弱が主にＥＵの委託研究、残りは事業収入（特別プロジェクトや
特許料収入）です。収入を増やすにはプロジェクト契約を増や
す必要があり、事業団としても研究者個人としても企業家的な
取り組みが求められる仕組みになっています（フラウエンホー
ファーモデル）。
　使い古された言葉ですが、「チャンスの芽は苦境の中にこそ
隠されている」もの。ドイツの環境産業は不況にあっても力強く
歩みを続けています。
＊Fraunhofer-Gesellschaft (http://www.fraunhofer.de/)
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